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日　時　：平成24年8月1日（水）10:00～12:25
場　所　：大阪府公館　会議室
出席者　：多々納部会長、田中丸委員、中谷委員、堀委員長、道奥委員　計５名
まとめ　：

	◆大和川水系西除川ブロックの当面の治水目標の設定について

　○人的被害が生じないならば、当面は治水対策を実施しないとした考え方は一定理解。一方で、50mm未対応区間を残して、それより上流区間で河川改修する点については意見が分かれることから、田畑等で浸水はするも人的被害がない場合の対応に係る「今後の治水対策の進め方」の修文と併せて、次回以降、引き続き審議。
◆二級河川大津川水系の当面の治水目標の設定について
○説明内容に係る方向性に関しては一定理解。ただし、以下の点について次回以降引き続き審議。

　　・東槇尾川において、当面の治水目標に関して、「整備水準」と「被害の出方」という２つの視点を踏まえた上で、どう表現するか。

　　・父鬼川において、堆積土砂撤去といった維持管理による治水対策の考え方の位置づけ

　　・松尾川において、人的被害がない中での残区間に対する河川改修の考え方


概　要　：〔以下、○委員　●事務局〕
（1） 大和川水系西除川ブロックの当面の治水目標の設定について
○人的被害は生じていないものの、被害額は計上されているが、これはどのような被害によるものか。
●農地における被害額を計上している。

○資料1 P35では、80mm程度降雨時に、「危険度Ⅱに関しては被害面積15.1haで被害額8百万円」である一方、「危険度Ⅲに関しては被害面積1.20haで被害額3百万円」となっており、同じ農地被害であるにもかかわらず、単位面積当たりの被害額が異なっているのはなぜか。

●治水経済マニュアルに基づき算出しており、農地被害に関しては、浸水深に応じて被害額が異なることが要因である。
○「今後の治水対策の進め方」では、50mm対策後、65mmまたは80mm程度の降雨により危険度ⅡまたはⅢが発生すれば、治水対策を実施することが基本方針であった。危険度Ⅱ・Ⅲが発生しても、人的被害が生じないならば、治水対策は実施しないことまで示されていたか。

●「今後の治水対策の進め方」へは明確に示されてはいないが、危険度とは、人的被害が生じる地先に対する指標であるため、田畑のみで床上レベルの浸水深等による被害が生じることは、危険度Ⅱ・Ⅲの発生とは言わない。また、人的被害が生じないならば、治水対策を当面は実施しないことを基本スタンスとしている。なお、人的被害がなく田畑のみで危険度ⅡまたはⅢが発生するといった表現は、誤解を招く表現であるため、今後、表現等検討する。
○人的被害がなく、田畑のみで浸水被害が生じるといった地点への対策に関しては、治水の考え方の根幹である。今後、検討すべき視点として、次の3点が考えられる。

①仮に対策をしないとして、将来にわたって人家が建築されないよう災害危険区域の指定など、土地利用の誘導とセットで考える必要があること

②平成22年6月にまとめた「今後の治水対策の進め方」について、人的被害がない場合の対応に関して、明確となるような修文を見据える必要があること

③特に、50mm対策は必須としていたが、人的被害がないならば50mm対策を当面は実施する必要がないとするのかどうか。
○今回、人的被害がなく田畑のみ被害が出る地域に対しては、行政として氾濫を許容する方策の提案と理解してよいのか。
●氾濫の許容は行政サイドのみで決められるものではなく、明言はできないが、人家を最優先とする考えのもとで示した案である。

○当面20～30年間のフィージビリティとして50mm対策に田畑区間を含めるか否かも議論が必要。
○治水対策を実施するか否かの判断基準として、各地点における「浸水深・流体力」と「人の活動」の2つの指標が考えられる中、「今後の治水対策の進め方」を見る限りでは、この2つの指標の積集合なのか、和集合なのかまでは、明確には読み取れない。ただ、原則、積集合とする方が適切ではないか。
○「今後の治水対策の進め方」の修文を議論する場を設定していただき、浸水深や流体力が危険なレベルにあるが、人的被害が発生しない場合の治水対策の是非について、議論できればと考える。
○人的被害がないため、河川改修を実施しないという考え方は、今回のようなケースでは一定理解はできるが、農地ならば浸水してもいいのかといった議論は必要。
○50mm未対応とすることに対して、どう考えるかも今回の重要な論点。

●河川整備計画の目標期間（20～30年）を念頭に、河川整備計画の審議の中で、河川改修以外の治水手法も含めて議論できればと考えている。

○他河川でのこれまでの審議のように、西除川のダム上流区間において、対応区間・未対応区間を一括りにして、費用便益分析から治水手法を選定するのは、少し強引とも考えられる。
○「今後の治水対策の進め方」には、50mmに対しては流下能力の確保と示されているので、これに則れば、50mm対策は人的被害がなくとも実施すべきと読み取れる。
○50mm未対応区間の上流で河川改修すれば、未対応区間では浸水リスクが高まることとなるため、地元への説明が困難を極めることも想定される。
○田畑であれば被害を許容すると明言することはできないのではないか。
○人的被害が生じないならば、当面は治水対策を実施しないとした考え方は一定理解。一方で、50mm未対応区間を残して、それより上流区間で河川改修する点については意見が分かれることから、田畑等で浸水はするも人的被害がない場合の対応に係る「今後の治水対策の進め方」の修文と併せて、次回以降、引き続き審議する。
（２）二級河川大津川水系の当面の治水目標の設定について
【東槇尾川】

○東槇尾川の当面の治水目標は65mm程度とあるが、実態は50mm対策として掘込河道で余裕高を確保すると、結果的に65mm程度においても被害が出ないことを意味している。こうした場合に、治水目標を65mm程度と位置付けるのか少し疑問に感じる。
●昨年度、芦田川でも類似の事例があり、50mm対策をした結果、80mmにおいても危険度Ⅱ・Ⅲの被害が出なかったが、このときは芦田川の当面の治水目標を50mm程度と位置付けた。
　　○整備するという視点に立てば50mmが目標、被害の出方という視点に立てば65mmが目標といったこととなる。言い換えれば、仕様設計では50mm対応だが、性能設計では65mm対応と言うこと。問題は、どちらの視点に立って、目標と位置付けるかである。
　　○仮に、整備水準を65mm対策として整備すれば、費用は50mm対策と比較してどうなのか？

　　●府では、掘込河道の場合、50mm対策に対しては余裕高を設けるものの、65mm対策では余裕高を設けないため、今回の場合、結果的に費用は同じとなる。ただし、厳密に言えば、H.W.Lの高さは異なるため、河川構造令上、例えば、橋梁部におけるH.W.Lと橋梁間の離隔が定義されていることから、橋梁改築費用等に差異が生じる。
　　○目標をどう定義するかについては、次回以降、引き続き議論する。
　　【父鬼川】
　　○80mm程度で危険度Ⅱが発生するも、現況稼働していない工場のみが被害を受け、人家は被害なしとのことだが、先の西除川での議論にも有った通り、人家に被害がないことをもって対策を施さないとすることに対しては、もう少し議論が必要では。
　　○計画的な改修計画を立案せず、維持管理的な対応と掲げているが、具体的にはどういうことか。また、これまでは河道改修等の整備でもって対策と位置付けてきたため、維持管理を前面に打ち出すとやや違和感を覚える。
　　●父鬼川は、流域最上流部の山間部を流下する河川で、これまで治水計画を有していなかったが、現況河道を確認したところ、改修計画を立案するまでもなく堆積土砂を撤去することにより浸水被害が低減するものと考えている。このため堆積土砂撤去等の維持管理として提案しているが、河川整備計画にどう示すかについては、引き続き表現の工夫等検討する。
　　【松尾川】

　　〇松尾川の残区間に対して、人的被害がない中で、行政の継続性を重視すべきとは言え、現計画規模で河川改修することは、先の西除川の審議における「人的被害がないため整備しない」といった説明を踏まえると、論理的な説明がつかず、もう少し整理が必要と考える。
　　〇残区間の改修に要する費用、及び便益に関して、整理願いたい。
　　【まとめ】

　　〇説明内容に係る方向性に関しては一定理解。ただし、以下の3点について次回以降引き続き審議。
　　　・東槇尾川において、当面の治水目標に関して、「整備水準」と「被害の出方」という２つの視点を踏まえた上で、どう表現するか。

　　　・父鬼川において、堆積土砂撤去といった維持管理による治水対策の考え方の位置づけ

　　　・松尾川において、人的被害がない中での残区間に対する河川改修の考え方

